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【研究の背景】 
 日本は世界での数本の指に入る「ＩＴ先進国」であり、インフラ
の充実、国民のＩＴリテラシの高さも世界に類をみないほど発達して
いる。しかしながら、日本企業が提供するＩＴ製品・サービスで世界
市場に通用するものは未だ現れていない。 
これは、１点目には日本の情報システムのほとんどはユーザーの環
境に合うように個別に開発(SI)され、そのソフトウェア資産が汎用品
として再利用される事がなかった事に依るものである。 
２点目には、高度成長期の工業製造業と同様に、欧米の先端技術の
模倣とその改善による国内市場向けＩＴ製品・サービスの開発に特化
してきた為である。自動車などの基本コンセプトは何十年と変化しな
かった工業製品と違い、ＩＴの世界は７倍早く時間が流れると言われ
るほど移り変わりが激しい。そのような世界では、模倣により改善を
加えた製品を時間を掛けて開発してリリースする頃には、世界のＩＴ
トレンドは既に変わってしまい、最初から過去の遺物と成ってしまい
かねないのである。 
 2011 年現在、企業向けＩＴシステムで普及期を迎えようとしてい
るのが「クラウド」である。2006 年に米国で生まれたクラウドは既
に欧米では普及期に入り、日本でも 2008 年頃から大手企業を中心に
クラウド・サービスの提供が開始された。 
しかし、基本的には Google、Amazon といった欧米トップクラウド
事業者の模倣モデルに過ぎず、既に全世界展開し、規模・技術ともに
格段に先を行っている先行者に対抗することは困難で、当初から国内
既存市場の維持が目的としか思えない。 
先進ユーザは既に海外事業者のサービスを直接利用し始めており、
日本の IT サービス市場の空洞化・外資依存・14 兆円もの国内 IT 市
場の崩壊と雇用不安に繋がるかもしれない大いなる危機が訪れつつ
ある。 
 
【研究の目的・方法論】 
本研究の目的は、欧米企業が先行するクラウド・サービス市場にお
いて、日本企業が独自の地位を確立して成長していく為の新規事業領
域の創出である。新しいチャレンジを積極的に行い、世界へとマーケ
ットを広げようとする意欲的な新興企業の為の事業戦略を研究の成
果とする。また、この新規事業領域の創出の持つ社会的意義について
も研究を行う。 
 
【本論文の概要】 
論文は５つの章により構成する。 
第１章では、情報システム産業の歴史をまとめ、現在の世界および
国内の IT業界地図について俯瞰的分析を行う。 
第２章では、世界および日本国内の ITサービスとクラウド・サー
ビス市場の状況を調査すると共に情報システムユーザーのクラウド
に対する動向の分析も行う。 
第３章では、米国のクラウド・サービスのトッププレーヤーの 4
社（Amazon.com、Google、Microsoft, Salesforce.com）を中心に、
米国クラウド業界全体の現状と展望を分析する。 
第４章では、日本国内の ITベンダのクラウド・サービスへの対応
状況と他とは異なる取り組みをしている 2社（サイボウズ, ミドクラ）
に焦点を当てて詳細な分析を行う。 
第５章では、これまでに分析してきた市場やプレーヤーの動向から
5年後のクラウド市場の未来予測を行い、新規事業領域の事業アイデ
アならびにそのビジネスモデルを考察する。 
 
 
 [各章の構成] 
序章  はじめに 
第 1 章 情報システム産業の変遷とクラウド・サービスの未来 
第 2 章 世界のクラウド・サービス市場 
第 3 章 クラウド・サービスのトッププレーヤーの分析 
第 4 章 日本のクラウド事業者の分析 
第 5 章 クラウド・サービスにおける新規事業領域の創出 
第 6 章 まとめ 
 
【結論】 
 コンピューターと情報システムの歴史は垂直統合のワンストップ
型のサービスから、10 年をサイクルとして業界は水平分業へと分散
を繰り返し、ダウンサイジングによる価格破壊にさらされてきた。ク
ラウドの登場でさらなる分散とダウンサイジングが起こると考えら
れていたが、大手 IT ベンダは今までの流れに逆行して垂直統合へと
回帰を図り始めた。一方でクラウド・サービスそのものは APIの公開
を初めとしてオープン化へと進んでいるように見えるが実際はサー
ビスの垂直統合化を進めユーザーの囲い込みを狙っている。トップク
ラウドベンダーは猛烈なスピードで買収・提携による事業拡大を推進
しており、同じ市場で競争するのは得策ではない。 
日本企業がこの大競争時代で生き残るには、今まで得意としてきた
た高付加価値のインテグレーションとは別に、ソフトウェア資産の有
効活用と自動化を鍵としたロングテール型の事業を検討する必要性
がある。また、クラウド・サービスの利用の目的は５年後には従来の
コストダウンから情報共有を軸としたコラボレーションにまで用途
が拡大し、ハイブリッドクラウドやコミュニティクラウドの活用が本
格化する。また、世界 IT 市場においてオープンソースのプレゼンス
は十分高まっており、クラウド基盤においても実用に耐える製品が既
に開発されている。 
こうした背景からまだ既存の事業者が手を出していない空白領域
としてオープンソースのクラウド基盤を使ったプライベートクラウ
ドをベースに展開するコミュニティクラウドを新規事業領域とする
事業アイデアへと到達した。ビジネスモデルとしては、オープンソー
スコミュニティの中でオープンイノベーションによる外部の知を取
り込み、バリューチェーンの分解・再構築のデコンストラクションに
より、企画開発・マーケティングに特化したレイヤーマスターとして
資源の傾斜配分、差別化を行う戦略が有効であるという結論に達した。
収益モデルに関してはオープンソース特有の開発コミュニティと貨
幣経済市場を結合するディストリビュータというポジションを確立
しながら、複合モデルによりインカムラインを増やして収益の増大・
安定化を図る方向性を示した。 
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